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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高（百万円） 28,841 28,470 31,974 52,290 56,928

経常利益（百万円） 3,724 1,774 1,554 4,790 2,236

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円）
1,408 △29 573 2,057 △594

純資産額（百万円） 42,337 48,863 49,387 42,660 47,940

総資産額（百万円） 58,413 75,643 102,187 54,343 67,111

１株当たり純資産額（円） 1,891.08 1,677.42 1,646.07 1,732.42 1,645.90

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）（円）

62.89 △1.07 19.70 83.54 △21.11

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 72.5 64.6 46.9 78.6 71.4

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
5,282 3,928 6,382 4,710 1,383

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△5,159 △698 3,095 △6,250 △1,214

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△293 △390 5,368 △588 △1,021

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円）
5,000 9,493 20,628 3,041 5,801

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

1,000

[938]

1,042

[981]

1,411

[1,425]

1,080

[923]

1,462

[1,164]

　（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

３．第33期中、第35期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載して

おりません。

４．第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式がないた

め、第34期中、第34期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については１株当たり中間（当

期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．平成18年９月１日付をもって、株式１株を1.1株に分割しております。なお、第33期の１株当たり当期純利益金

額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高（百万円） 28,058 27,586 25,597 50,653 48,718

経常利益（百万円） 3,510 1,787 1,120 4,444 1,876

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円）
1,213 △30 △143 1,774 △443

資本金（百万円） 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305

発行済株式総数（千株） 22,456 31,146 31,146 24,702 31,146

純資産額（百万円） 42,068 48,562 47,191 42,336 47,803

総資産額（百万円） 58,024 67,745 70,273 53,892 60,607

１株当たり純資産額（円） 1,874.31 1,665.49 1,620.23 1,714.89 1,641.19

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）（円）

54.07 △1.11 △4.94 71.86 △15.74

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 13.00 10.00 － 26.00 20.00

自己資本比率（％） 72.5 71.7 67.2 78.6 78.9

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

973

[764]

1,010

[786]

1,121

[753]

1,049

[741]

1,158

[745]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第33期中、第33期については潜在株式が存

在しないため、第34期中、第34期、第35期中については１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．平成18年９月１日付をもって、株式１株を1.1株に分割しております。なお、第33期の１株当たり当期純利益金

額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（㈱コナカ）、子会社５社により構成されており、紳士服販売事

業を主たる業務としております。

　当中間連結会計期間において、当社は㈱フィットハウスの第三者割当増資を引き受けることにより、平成20年１月31

日付で子会社としており、㈱フィットハウスの事業内容は国内外の有名ブランドのメンズ・レディースシューズ、ス

ポーツシューズ、バッグ、アパレル、コスメティックまで含めた総合ファッションショップ「FIT HOUSE」を営んでお

ります。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％) 関係内容

（連結子会社）

㈱フィットハウス
岐阜県可児市 2,683

総合ファッショ
ンショップ「
FIT HOUSE」の
運営 

70

業務提携
当社所有の営業設
備の賃借してい
る。
役員の兼任１名 
資金援助（物上保
証）あり。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

紳士服事業部門 1,234 (939)

レストラン事業部門 31 (465)

全社（共通） 146 (21)

合計 1,411 (1,425)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員（１人当たり平均８時

間換算）を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 1,121 (753)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外からの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は

（　）内に当中間会計期間の平均人員（１人当たり平均８時間換算）を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　　　　当社には、組合として平成19年２月に全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合コナカ支部（以下「コナカ支

部」）及び平成20年２月に労働組合ＵＩゼンセン同盟コナカユニオン（以下「コナカユニオン」）が結成され、コ

ナカ支部及びコナカユニオンとの間で団体交渉を通じ確認書を締結したうえで、労使間の諸問題につき団体交渉を

継続しております。団体交渉においては、労使が十分意思疎通をはかり、健全かつ安定的な労使関係の構築を目指し

て努力しております。

なお、子会社㈱フタタにはＵＩゼンセン同盟フタタ労働組合が結成されており、その他の子会社については労働

組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推進しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間における我が国経済は、堅調な設備投資の増加を背景に、緩やかな回復基調が見られました

が、米国のサブプライムローン問題に端を発した国際的な金融市場の混乱に加え、原油価格や原材料価格の高騰な

どによる先行きの不透明感が増すなか、個人消費の回復を実感できないまま推移いたしました。また、年金問題など

による消費意欲の減退が顕著となり、緩やかな回復基調から減速傾向へと推移しました。

　小売業界におきましては、期初からの天候不順等による影響で衣料品等の売上が伸び悩む状況が続く一方で、大型

商業施設の新設が相次ぐなど企業間競争の影響等により、依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような経営環境のもと、当社グループは国内外有名ブランドのメンズ・レディースシューズ、スポーツシュー

ズ、バッグ、アパレル、コスメティックまで含めた総合ファッションショップ「FIT HOUSE」を運営する㈱フィット

ハウスと業務・資本提携を締結し連結子会社といたしました。

　紳士服事業部門につきましては、イタリー・ミラノのトップブランド「ドナート ヴィンチ」の20周年記念モデル

の発売及び新リクルート・フレッシュマンキャンペーンキャラクターとして「堀北真希」の起用により、従来ご利

用いただいている顧客の再掘り起こしと若年層を中心とした新規顧客の獲得を目指してまいりました。

　また、営業力強化の一環として、カスタムオーダースーツを取り扱う新規フォーマットであるスマートクロージン

グO・S・Vの出店強化とクリエイティブディレクター佐藤可士和氏監修のもと、SUIT SELECT21のブランドリニュ

アルの実施をするとともに既存店舗の建替えと改装等による店舗の活性化並びに９店舗の新規出店をいたしまし

た。一方、契約満了や立地環境の変化に伴う不採算店の移転・建替を含め６店舗の閉鎖を行い、店舗効率の改善に努

めました。この結果、当中間連結会計期間末の営業店舗数は30都府県にわたり420店舗となりました。

　レストラン事業部門につきましては、質の高い商品・サービスを提供できるよう、オペレーション等の見直しを行

い、営業力の強化に努めました。

　サンマルク・半田屋につきましては、社会的関心が高まっている「食の安全・安心」へ取り組み、お客様に安心し

て美味しいお食事を楽しんで頂けるよう努めてまいりました。

　自遊空間につきましては、ハイスペックＰＣを増設し、人気オンラインゲームの稼働率の向上や、多種多様な最新

コンテンツの導入、またフリードリンクやフードメニューの充実をはかることにより、リピート客の来店頻度の向

上、新規客の積極的な獲得と販売促進の強化により、順調に推移しております。

　以上の結果、当中間連結会計期間末の店舗数は14店舗となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高 319億74百万円（前年同期比 12.3％増）、営業利益 12億10

百万円（前年同期比 15.6％減）、経常利益 15億54百万円（前年同期比 12.4％減）、中間純利益 5億73百万円（前

年同期は中間純損失 29百万円）となりました。

なお、当社グループは事業の性質上、売上高に季節的変動があり、上半期に比し下半期の売上高の割合が低くなり

ます。　

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加や新

規連結子会社の取得による収入及び長期借入金による収入等により、当中間連結会計期間末の資金残高は206億28

百万円（前年同期比 111億34百万円増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は63億82百万円（前年同期比 24億53百万円収入増）となりました。これは主に仕

入債務の増加43億46百万円、減損損失11億49百万円、減価償却費9億99百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は30億95百万円（前年同期は6億98百万円の支出）となりました。これは主に新規

連結子会社の取得による収入32億12百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は53億68百万円（前年同期は3億90百万円の支出）となりました。これは主に短期

及び長期借入金の借入と返済の差額56億60百万円あったものの、配当金の支払が2億90百万円あったことによる

ものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産、受注実績

　該当事項はありません。

(2）仕入実績

事業部門の名称
当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

 

重衣料（百万円） 7,216 106.8

中衣料（百万円） 1,865 106.0

軽衣料（百万円） 4,031 113.7

その他（百万円） 433 118.7

紳士服事業部門（百万円） 13,548 109.0

レストラン事業部門（百万円） 253 98.4

合計（百万円） 13,801 108.8

　（注）１．重衣料……スーツ・フォーマル・イージーオーダー・コート

２．中衣料……ジャケット・スラックス・ブルゾン

３．軽衣料……カジュアル・ワイシャツ・ネクタイ他

４．その他……補正代等

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

事業部門の名称
当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

 

重衣料（百万円） 18,880 115.4

中衣料（百万円） 3,568 101.7

軽衣料（百万円） 8,199 111.5

その他（百万円） 475 128.1

紳士服事業部門（百万円） 31,123 112.8

レストラン事業部門（百万円） 850 96.3

合計（百万円） 31,974 112.3

　（注）１．重衣料……スーツ・フォーマル・イージーオーダー・コート

２．中衣料……ジャケット・スラックス・ブルゾン

３．軽衣料……カジュアル・ワイシャツ・ネクタイ他

４．その他……補正代等

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1）グループ各社とのシナジー効果の最大化

　当社グループは、紳士服事業部門に㈱コナカ・㈱フタタ、レストラン事業部門にコナカエンタープライズ㈱に加

え、今までの当社グループにはない店舗戦略、商品戦略及び女性を主とする顧客層を有する㈱フィットハウスを子

会社化いたしました。㈱フィットハウスは、海外ブランド品の皮革製品の並行輸入、郊外型大型店舗での皮革製品か

ら化粧品に至る海外ブランド品の輸入・販売という新たなビジネスモデルを構築しております。今後グループ間に

おける商品戦略・共同出店を含めた販売戦略等、高いシナジー効果を発揮することが課題となっております。

(2）コンプライアンス経営の強化

　コンプライアンス重視の経営をより一層推し進めるために、コンプライアンス室を設置し、コンプライアンス及び

リスク管理の徹底をはかります。全従業員が事業活動に伴う関係諸法令の遵守を徹底する体制を一層強化し、当社

グループの経営の健全性を確保してまいります。この活動は今後のグループ戦略に必要なものと考えており、法令

遵守は当然のことではありますが、活動を通じて実際の業務プロセスの改善を行うことも目的としております。コ

ンプライアンスを中心にＣＳＲの追求により企業の信頼度やイメージ向上をはかってまいります。

(3）業務改革の強化と収益力の向上

当社グループは、コンプライアンス経営と収益力の飛躍的な向上を実現することを目標に、徹底した業務改革に

取り組んでおります。従業員の労働環境を整備しつつ、作業効率のアップ、店舗ネットワークの活用をはかり、店舗

従業員がお客様の接客対応業務に集中できるような環境作りや組織作りにスピード改革を実現し収益力を向上さ

せます。

(4）株式会社の支配に関する基本方針について

①　基本方針の内容

当社は、永年蓄積した業務知識や営業ノウハウを活用することによって顧客満足度をより高めることを経営の

基本施策として、長期的視野にたった経営を行い、強固な財務基盤を形成し、高収益、高配当を実現しております。

従って、経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハウを備えたものが取締役

に就任して、法令及び定款の定めを遵守しつつ当社の財務及び事業の方針の決定につき重要な職務を担当するこ

とが、会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えており、このことをもって会社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針としております。

②　不適切な支配の防止のための取組み

当社は、大規模な当社株式の買付行為（以下「大規模買付行為」という。）がなされた場合について、その大規

模買付者が長期的経営意図や計画もなく一時的な収益の向上だけを狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強要

するおそれがあるもの、買収等の提案理由、買収方法等が不当・不明確であるなどの事情があるときは、企業価値

を毀損し、株主共同の利益に資するとはいえないと考えます。

また、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものでありま

すが、株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要があると考えております。 

そこで大規模買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社

株式の買付けを行おうとする者に対して、①買付行為の前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をすること、

②その後、当社取締役会がその買付行為を評価し、交渉・評価意見・代替案のできる期間を設けることを要請す

るルールを策定いたしました。このルールが遵守されない場合は、株主の皆様の利益を保護する目的で対抗措置

を講じる可能性があり、当社といたしましても、これに対する防衛策を導入すべきものと考えます。 

そのため当社は、平成19年11月14日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させる

ため、基本方針に照らし不適切な支配の防止のための取組みとして、当社株式の大規模な買付行為に関する対応

方針（以下「買収防衛策」という。）を決議いたしました。 

当社は、この買収防衛策の詳細を平成19年11月14日付で「当社株式の大規模な買付行為に関する対応策につい

て」として公表いたしました。このプレスリリースの全文は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　

http://www.konaka.co.jp）に掲載しております。 
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③　不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

(a）当社取締役会は、不適切な支配の防止のための取組みが当社の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、

株主共同の利益を確保するための取組みであり、株主の皆様の利益を損なうものではないと考えます。

当社は、紳士服小売チェーンとして永年蓄積した業務知識や営業ノウハウを活用することによって顧客満足

度をより高めることを経営の基本方針として、長期的視野にたった取引先等との業務提携関係の確立、高付加

価値機能性商品、ＳＰＡ商品などの商品開発及び商品生産体制の確立、従業員研修、コスト競争力ある店舗開発

を行い、強固な財務基盤を形成し、高収益、高配当を実現しております。

このような当社の事業においては経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノ

ウハウを備えたものが取締役に就任することが必要不可欠であると判断されるからであります。 

(b）取締役会によって恣意的な判断がされることを防止するため、特別委員会を設置し、特別委員会の勧告を尊重

して買収防衛策が発動されることが定められており、取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

なお、当社は上記の「大規模買付行為に対するルールの設定」及びその「ルールが遵守されなかった場合の

対抗措置」の構築につきましては、株主の皆様のご賛同を得ることを条件としており、平成19年12月18日開催

の当社第34期定時株主総会において、「当社株式の大規模な買付行為に関する対応策導入の件」を付議し、承

認可決されました。

４【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成19年11月５日開催の取締役会において、㈱フィットハウス（以下「フィットハウス」という。）と業務

資本提携契約をすることについて決議し、同日付で業務資本提携契約を締結いたしました。また、平成19年11月20日開

催のフィットハウスの株主総会において、当社に対する第三者割当増資について承認可決されました。この業務資本

提携の目的及びフィットハウスの概要等については、「第５　経理の状況　１．中間連結財務諸表等　(1）中間連結財務

諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間における設備の主な増加は、次のとおりであります。

（1）提出会社

事業所名 所在地 事業部門
設備
の内
容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(名)

開店年月
建物及び
構築物

機械装
置及び
運搬具

器具備品
土地

その他 合計
金額 面積（㎡）

（新規出店）             

紳士服のコナカ             

足立江北店 東京都足立区
紳士服

事業

店舗

設備
115 － 7 －

(1,530.2)

1,530.2
17 140 4

平成19

年10月

八戸石堂店 青森県八戸市
紳士服

事業

店舗

設備
96 － 6 －

(1,491.7)

1,491.7
6 108 3

平成19

年10月

富岡店 群馬県富岡市
紳士服

事業 

店舗

設備
91 － 8 －

(1,086.0)

1,086.0
5 105 2

平成19

年11月

山形北店 山形県山形市
紳士服

事業

店舗

設備
46 － 8 －

(1,504.0)

1,504.0
79 133 3

平成19

年12月

新発田店
新潟県新発田

市

紳士服

事業

店舗

設備
22 － 7 －

(1,263.3)

1,263.3
92 122 2

平成19

年12月

SUIT SELECT

横浜市港北区
紳士服

事業

店舗

設備
24 － 20 － － 56 101 5

平成19

年11月

TRESSA YOKOHAMA

Ｏ・Ｓ・Ｖ

ONE’S STYLE in VOGUE

トレッサ横浜店 

SUIT SELECT             

MACHIDA 東京都町田市
紳士服

事業

店舗

設備
50 － 20 － － 35 106 3

平成20

年２月

紳士服のコナカ             

大久保店 東京都新宿区
紳士服

事業

店舗

設備
37 － 4 － － 46 87 3

平成20

年３月

（店舗改修）             

SUIT SELECT ４店舗 －
紳士服

事業

店舗

改装
211 － 106 － － － 318 18

平成20

年３月

合計 696 － 189 －
(6,875.2)

6,875.2
339 1,225 43 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．土地面積の内（　）内の数字は賃借部分で内数であります。また、商業施設及びビルのテナントとなっている店

舗については、土地面積は表示しておりません。

３．帳簿価額の内「その他」は、敷金、保証金、長期貸付金等の合計であります。

４．従業員数には、臨時雇用者を含んでおりません。
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（2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門
 

設備の
内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

開店年月
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

器具備品

土地

その他 合計
金額

面積
（㎡）

㈱フタタ

（店舗新設）            

紳士服のフタタ

シェロアモール筑

紫野店

（福岡県筑紫野

市）

紳士服

事業

店舗

設備
31 － 10 － － 2 43 3

平成19

年10月

（店舗建替）            

紳士服のフタタ

志免店

（福岡県糟屋郡）

紳士服

事業

店舗

設備
124 － 9 －

(1,803.5)

1,803.5
－ 133 3

平成19

年10月

諸岡店

（福岡市博多区）

紳士服

事業

店舗

設備
132 － 9 －

(1,727.0)

1,727.0
－ 142 3

平成19

年10月

（店舗改修）            

SUIT SELECT

TENJIN

（福岡市中央区）

紳士服

事業

店舗

設備
65 － 26 － － － 92 5

平成19

年10月

合計 354 － 55 －
(3,530.5)

3,530.5
2 412 14 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．土地面積の内（　）内の数字は賃借部分で内数であります。

３．帳簿価額の内「その他」は、長期前払費用であります。 

４．従業員数には、臨時雇用者を含んでおりません。

当中間連結会計期間における設備の主な売却は、次のとおりであります。

　　国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門 設備の内容

帳簿価額（百万円）

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

器具備品
土地

その他 合計
金額 面積（㎡）

㈱フタタ その他（全国）
紳士服事

業

賃貸店舗

他
201 － － 671

[749.9]

749.9
－ 873

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．土地面積は、自社所有の土地の面積を［　］に記載しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の変更

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した設備計画について、重要な変更はありません。

（2）重要な設備計画の完了

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった設備計画の内完了したものは、「1．主要な設

備の状況」の項に記載のとおりであります。
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（3）重要な設備の新設等

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修についての計画は、次のとおりでありま

す。

①提出会社

事業所名 設備の内容
事業の種類別
セグメントの名称

所在地
売場面積
（㎡）

予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の所
要資金
（百万円）

着工予定
年月

開店予定
年月

SUIT SELECT　          

KINSHICHO TERMINA

　
店舗新設 紳士服事業 東京都墨田区 144.7 55 2 52

平成20

年４月

平成20

年４月

第35期下期以降 － 　 － － 812 48 763 － －

合計 867 51 816 － －

（注）１．予算金額、既支払金額、今後の所要資金には、敷金・保証金等を含んでおります。

２．今後の所要資金816百万円につきましては、自己資金により充当する予定であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

②国内子会社

会社名 事業所名
事業の種類別
セグメントの名称

設備の
内容

所在地
完成後の
増加能力

予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の所
要資金
（百万円）

着工予定
年月

開店予定
年月

コナカエンタープ

ライズ㈱　
第35期下期以降 レストラン事業　 － － － 75 3 71 － －

㈱フタタ 第36期以降 紳士服事業　 － － － 455 16 438 － －

㈱フィットハウス

　
第35期下期以降

総合ファッショ

ン事業　
－ － － 986 282 704 － －

合計 1,517 302 1,214 － －

（注）１．予算金額、既支払金額、今後の所要資金には、敷金・保証金等を含んでおります。

２．今後の所要資金1,214百万円につきましては、自己資金により充当する予定であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（4）重要な設備の除却等

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月17日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,146,685 31,146,685
東京証券取引所市場第

一部
－

計 31,146,685 31,146,685 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成19年10月１日～

平成20年３月31日 
－ 31,146,685 － 5,305 － 14,745
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社コナカ 横浜市戸塚区品濃町517番地2 2,020 6.48

湖中　謙介 神奈川県鎌倉市 1,524 4.89

湖中　博達 神奈川県鎌倉市 1,491 4.78

コナカ従業員持株会 横浜市戸塚区品濃町517番地2 1,381 4.43

有限会社ワイアンドイー 福岡市中央区大濠2丁目9ー17 1,086 3.48

湖中　安夫 神奈川県鎌倉市 1,063 3.41

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11-3 965 3.09

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8-11 836 2.68

甲陽ハウジング有限会社 兵庫県西宮市甲陽園西山町2-22 798 2.56

昭和住宅株式会社 兵庫県加古川市平岡町新在家117 783 2.51

計 － 11,952 38.38

（注）１．上記 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は、965千株でありま

す。

２．上記 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は、816千株であ

ります。

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,020,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式29,010,200 290,102 －

単元未満株式 普通株式　 116,085 － －

発行済株式総数 31,146,685 － －

総株主の議決権 － 290,102 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,100株（議決権の数41個）含まれており

ます。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社コナカ
横浜市戸塚区品濃

町517番地2
2,020,400 － 2,020,400 6.48

計 － 2,020,400 － 2,020,400 6.48

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 942 1,021 1,140 1,085 812 612

最低（円） 825 856 999 718 550 451

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成

20年３月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２  10,313   20,594   5,821  

２．受取手形及び売掛
金

  1,974   2,697   1,018  

３．有価証券   －   282   262  

４．たな卸資産   14,098   21,302   13,152  

５．繰延税金資産   892   319   547  

６．その他   1,292   1,755   1,141  

　貸倒引当金   △0   △0   △0  

流動資産合計   28,571 37.7  46,951 45.9  21,943 32.7

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1)建物及び構築物 ※２  13,473   17,110   12,388  

(2)機械装置及び運搬
具

  63   62   57  

(3)器具備品   2,018   2,123   1,677  

(4)土地 ※２  11,518   14,180   11,455  

(5)建設仮勘定   94   300   383  

有形固定資産合計   27,168 36.0  33,777 33.1  25,961 38.6

２．無形固定資産           

(1)のれん   89   68   78  

(2)電話加入権   65   70   63  

(3)その他   327   560   430  

無形固定資産合計   482 0.6  699 0.7  573 0.9

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※２  2,856   2,612   2,614  

(2)長期貸付金   1,949   2,340   1,994  

(3)敷金・保証金 ※２  12,477   12,918   12,109  

(4)繰延税金資産   492   934   453  

(5)その他 ※２  1,761   2,018   1,498  

　貸倒引当金   △115   △65   △36  

投資その他の資産
合計

  19,421 25.7  20,758 20.3  18,633 27.8

固定資産合計   47,071 62.3  55,235 54.1  45,168 67.3

資産合計   75,643 100.0  102,187 100.0  67,111 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛
金

  10,427   11,857   6,497  

２．短期借入金 ※２  －   5,500   －  

３．１年内償還予定社
債 

※２  －   150   －  

４．１年内返済予定長
期借入金 

※２  680   6,121   680  

５．未払金   1,347   4,395   952  

６．未払費用   1,394   2,187   1,045  

７．未払法人税等   1,188   376   28  

８．未払消費税等   192   260   224  

９．賞与引当金   911   606   500  

10．その他   446   746   419  

流動負債合計   16,589 21.9  32,201 31.5  10,348 15.5

Ⅱ　固定負債           

１．社債 ※２  －   525   －  

２．長期借入金 ※２  2,550   13,324   2,210  

３．長期未払金   880   160   161  

４．繰延税金負債   77   76   66  

５．退職給付引当金   908   881   887  

６．役員退職慰労引当
金

  120   74   97  

７．ポイント引当金   937   1,097   1,016  

８．負ののれん   4,264   3,647   3,837  

９．長期預り保証金   443   626   456  

10．その他   9   183   87  

固定負債合計   10,191 13.5  20,598 20.2  8,821 13.1

負債合計   26,780 35.4  52,799 51.7  19,170 28.6

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  5,305 7.0  5,305 5.2  5,305 7.9

２．資本剰余金 　  14,745 19.5  14,745 14.4  14,745 22.0

３．利益剰余金 　  31,497 41.6  30,924 30.3  30,641 45.6

４．自己株式 　  △3,359 △4.4  △3,337 △3.3  △3,336 △5.0

株主資本合計 　  48,188 63.7  47,637 46.6  47,356 70.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  674 0.9  306 0.3  584 0.9

評価・換算差額等合
計

　  674 0.9  306 0.3  584 0.9

Ⅲ　少数株主持分 　  － －  1,443 1.4  － －

純資産合計 　  48,863 64.6  49,387 48.3  47,940 71.4

負債純資産合計 　  75,643 100.0  102,187 100.0  67,111 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  28,470 100.0  31,974 100.0  56,928 100.0

Ⅱ　売上原価   12,275 43.1  13,836 43.3  24,330 42.7

　売上総利益   16,194 56.9  18,137 56.7  32,598 57.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  14,760 51.9  16,927 52.9  31,487 55.3

　営業利益   1,434 5.0  1,210 3.8  1,110 2.0

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  28   44   81   

２．受取配当金  3   8   34   

３．仕入割引  56   19   100   

４．賃貸料収入  68   105   224   

５．通貨スワップ評価
益

 79   －   113   

６．為替差益  43   25   －   

７．持分法による投資
利益

 22   －   22   

８．負ののれん償却額  －   426   426   

９．雑収入  53 356 1.3 63 692 2.2 206 1,210 2.0

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  12   28   35   

２．通貨スワップ評価
損

 －   290   －   

３．雑損失  3 16 0.1 29 348 1.1 49 84 0.1

経常利益   1,774 6.2  1,554 4.9  2,236 3.9

Ⅵ　特別利益           

１．固定資産売却益  ※３ －   571   －   

２．貸倒引当金戻入額 　 0   －   0   

３．賃貸借契約解約金  －   －   100   

４．その他  － 0 0.0 － 571 1.8 0 101 0.2

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産除却損 ※４ 41   206   232   

２．固定資産売却損 ※５ －   －   3   

３．減損損失  ※６ 627   1,149   1,616   

４．過年度人件費  729   －   836   

５．その他  － 1,397 4.9 31 1,387 4.4 3 2,691 4.7

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前当期純損失
（△）

  377 1.3  738 2.3  △353 △0.6

法人税、住民税及び
事業税

 1,041   296   477   

法人税等調整額  △635 406 1.4 △132 164 0.5 △236 240 0.4

中間純利益又は中
間（当期）純損失
(△)

  △29 △0.1  573 1.8  △594 △1.0

           

EDINET提出書類

株式会社コナカ(E03259)

半期報告書

18/73



③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高
（百万円）

5,305 4,770 31,847 △60 41,863

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行  9,975   9,975

剰余金の配当   △320  △320

中間純損失   △29  △29

自己株式の取得    △3,300 △3,300

自己株式の処分  △0  0 0

持分変動に伴う自己株式の減少    0 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

    －

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ 9,975 △349 △3,299 6,325

平成19年３月31日　残高
（百万円） 

5,305 14,745 31,497 △3,359 48,188

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日　残高
（百万円） 

796 796 42,660

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行  － 9,975

剰余金の配当  － △320

中間純損失  － △29

自己株式の取得  － △3,300

自己株式の処分  － 0

持分変動に伴う自己株式の減少  － 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△122 △122 △122

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△122 △122 6,202

平成19年３月31日　残高
（百万円） 

674 674 48,863

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年９月30日　残高
（百万円）

5,305 14,745 30,641 △3,336 47,356

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △291  △291

中間純利益   573  573

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

    －

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 282 △0 281

平成20年３月31日　残高
（百万円） 

5,305 14,745 30,924 △3,337 47,637
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評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日　残高
（百万円） 

584 584 － 47,940

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当  －  △291

中間純利益  －  573

自己株式の取得  －  △0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△278 △278 1,443 1,165

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△278 △278 1,443 1,446

平成20年３月31日　残高
（百万円） 

306 306 1,443 49,387

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年９月30日　残高
（百万円） 

5,305 4,770 31,847 △60 41,863

連結会計年度中の変動額      

新株の発行  9,975   9,975

剰余金の配当   △612  △612

当期純損失   △594  △594

自己株式の取得    △3,303 △3,303

自己株式の処分  △0  0 0

持分変動に伴う自己株式の減少    27 27

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 9,975 △1,206 △3,276 5,492

平成19年９月30日　残高
（百万円） 

5,305 14,745 30,641 △3,336 47,356

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年９月30日　残高
（百万円） 

796 796 42,660

連結会計年度中の変動額    

新株の発行  － 9,975

剰余金の配当  － △612

当期純損失  － △594

自己株式の取得  － △3,303

自己株式の処分  － 0

持分変動に伴う自己株式の減少  － 27

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△212 △212 △212

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△212 △212 5,280

平成19年９月30日　残高
（百万円） 

584 584 47,940
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

    

税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△）

 377 738 △353

減価償却費  731 999 1,790

減損損失  627 1,149 1,616

過年度人件費  729 － 836

負ののれん償却額  － △426 △426

持分法による投資利益  △22 － △22

通貨スワップ評価損益
（評価益：△）

 △79 290 △113

貸倒引当金の増減額（減
少：△）

 △0 28 14

退職給付引当金の増減額
（減少：△）

 14 △5 △6

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△）

 8 △23 △15

未払役員退職慰労金の増
減額（減少：△） 

 － △718 －

ポイント引当金の増加額  71 72 150

賞与引当金の増減額（減
少：△）

 457 △40 45

役員賞与引当金増減額
（減少：△） 

 △35 － △33

長期貸付金の家賃相殺額  144 128 286

敷金・保証金の家賃相殺
額

 299 326 687

有形固定資産売却益  － △571 －

有形固定資産除却損  41 206 232

受取利息及び受取配当金  △32 △52 △116

支払利息  12 28 35

為替差損益（差益：△）  △1 19 △1

売上債権の増減額（増
加：△）

 △882 △1,076 74

たな卸資産の増減額（増
加：△）

 △399 50 546

仕入債務の増減額（減
少：△）

 2,469 4,346 △723

未払消費税等の増減額
（減少：△）

 △32 △102 △7

役員賞与の支払額  － － △1

その他  621 574 △605

小計  5,119 5,943 3,889
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前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

利息及び配当金の受取額  16 27 68

利息の支払額  △25 △50 △48

法人税等の支払額  △1,182 △30 △1,689

法人税の還付額  － 491 －

過年度人件費の支払額  － － △836

営業活動によるキャッシュ
・フロー

 3,928 6,382 1,383

     

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

    

定期預金の預入による支
出

 △810 △250 △810

定期預金の払戻による収
入

 1,920 10 2,730

有形固定資産の取得によ
る支出

 △1,233 △1,102 △2,606

有形固定資産の売却によ
る収入

 － 1,242 75

有形固定資産の除却に伴
う支出

 △22 △51 △80

有価証券の売却による収
入 

 － 249 －

投資有価証券の取得によ
る支出

 － △49 △0

新規連結子会社の取得に
よる収入

 － 3,212 －

敷金・保証金の差入によ
る支出

 △119 △157 △487

敷金・保証金の返還によ
る収入

 86 228 278

貸付けによる支出  △208 △158 △445

貸付金の回収による収入  6 26 20

出店仮勘定の支出額  △260 △45 △56

その他  △56 △58 169

投資活動によるキャッシュ
・フロー

 △698 3,095 △1,214
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前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

    

短期借入金の純増減額  － 500 －

長期借入金による収入  3,400 5,500 3,400

長期借入金の返済による
支出 

 △169 △340 △510

自己株式取得による支出  △3,300 △0 △3,303

配当金の支払額  △320 △290 △608

その他  0 － 0

財務活動によるキャッシュ
・フロー

 △390 5,368 △1,021

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

 1 △19 1

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
（減少額：△）

 2,841 14,826 △850

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高

 3,041 5,801 3,041

Ⅶ　連結の範囲の変更に伴う現金
及び現金同等物の増加額 

 3,610 － 3,610

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高

 9,493 20,628 5,801
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　２社

 コナカエンタープライズ㈱

 ㈱フタタ

持分法適用関連会社であっ

た㈱フタタは、当社の完全子

会社となったため、当中間連

結会計期間より、連結子会社

としております。

なお、みなし取得日を中間

決算日としているため、当中

間連結会計期間は中間貸借対

照表（１月31日）のみを連結

しております。

(1）連結子会社の数　　３社

 コナカエンタープライズ㈱

 ㈱フタタ

 ㈱フィットハウス

当社が第三者割当増資を引

き受けることにより、当中間

連結会計期間より、㈱フィッ

トハウスは連結子会社となっ

ております。

なお、みなし取得日を中間

決算日としているため、当中

間連結会計期間は中間貸借対

照表（２月20日）のみを連結

しております。

(1）連結子会社の数　　２社

 コナカエンタープライズ㈱

 ㈱フタタ

持分法適用関連会社であっ

た㈱フタタは、当連結会計年

度において株式交換により当

社の完全子会社となったた

め、みなし取得日（１月31

日）以降、連結子会社として

おります。

 (2）　　　────── (2）主要な非連結子会社の名称等

㈱エフブランド

㈱フィットエージェンシー

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

(2）　　　──────

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数

１社 

コナカコーポレーション㈱

 　㈱フタタについては、みな

し取得日前については持分

法を適用しております。

(1）　　　────── (1）持分法適用の関連会社数

 －社　

　㈱フタタについては、みな

し取得日前については持分

法を適用しております。ま

た、コナカコーポレーショ

ン㈱は、所有株式全株を売

却したため、持分法の適用

範囲から除外しておりま

す。

 (2）　　　────── (2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱エフブランド、㈱

フィットエージェンシー）は、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。

(2）　　　──────

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

　連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なる㈱フタタ

は、当該会社の財務諸表（１月31

日）を使用しております。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引等については、連結上必要

な調整は行っております。 

　連結子会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なる㈱フィッ

トハウスは、当該会社の財務諸表

（２月20日）を使用しております。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引等については、連結上必要

な調整は行っております。 

　従来、㈱フタタについては、１月31

日を決算日としていましたが、当連

結会計年度より９月30日に決算日

を変更しました。

　この決算日の変更により、㈱フタ

タについては、平成19年２月１日か

ら平成19年９月30日までの８ヶ月

決算となっております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

４．株式交換に伴う資本連結

に関する事項 

　当社は、株式交換により㈱フタタ

を完全子会社としております。 

　なお、当社グループの企業結合は、

㈱フタタを被取得企業と判定し、

パーチェス法を適用しております。

 

────── 　当社は、株式交換により㈱フタタ

を完全子会社としております。 

　なお、当社グループの企業結合は、

㈱フタタを被取得企業と判定し、

パーチェス法を適用しております。

 

５．会計処理基準に関する事

項

   

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

①　有価証券

満期保有目的の債券

　同左

①　有価証券

満期保有目的の債券

　同左

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のあるもの

　同左

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

商品

　主として個別法による原価法

③　たな卸資産

商品

　主として個別法による原価法

　但し、一部の連結子会社につ

いては、売価還元原価法を採用

しております。 

③　たな卸資産

商品

　主として個別法による原価法

 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

　なお、貸借対照表評価額は収

益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定しており

ます。 

（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日）が平成20年

３月31日以前に開始する連結会

計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに

伴い、当中間連結会計期間から同

会計基準を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

それぞれ120百万円減少しており

ます。 

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年4月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。

①　有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年4月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。

（追加情報） 

前連結会計年度の下期より、法

人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益はそれぞれ24百万円減

少しております。

また、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産について、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

それぞれ23百万円減少しており

ます。 

①　有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年4月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。

 ②　無形固定資産

　定額法

　なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

　但し、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年間）に基づ

く定額法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

(3)重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

(3)重要な引当金の計上基準 ②　賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上して

おります。

 ③　役員賞与引当金 

　役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上す

る方針ですが、役員賞与の金額

については、通期の業績などに

基づき算定されることとなっ

ており、中間連結会計期間にお

いては合理的に見積ることが

困難なため、引当金の計上はし

ておりません。

③　役員賞与引当金 

同左

③　役員賞与引当金

　役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上してお

ります。

　なお、当連結会計年度の負担

額はありません。

 ④　退職給付引当金

　従業員への退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

　なお、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５～10

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理する

こととしております。

④　退職給付引当金

同左

④　退職給付引当金

　従業員への退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

　なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５～10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用

処理することとしております。

 ⑤　役員退職慰労引当金

　子会社は役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。

（追加情報） 

　当社は従来、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく要支給額を役員退職慰

労引当金として計上しており

ましたが、平成18年12月15日開

催の定時株主総会終結時を

もって、役員退職慰労金制度を

廃止し、在任役員については株

主総会終結時の要支給額を退

任時に支給することを決議い

たしました。これに伴い、当該

定時株主総会までの期間に対

応する役員退職慰労金を全額

取崩し、固定負債の「長期未払

金」として計上しております。

 

⑤　役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は役員の退

職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上してお

ります。

⑤　役員退職慰労引当金

　子会社は役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。

（追加情報） 

　当社は平成18年12月15日開催

の定時株主総会において役員

退職慰労金制度を廃止し、在任

役員については株主総会終結

時の要支給額を退任時に支給

することを決議いたしました。

これに伴い、当該定時株主総会

までの期間に対応する役員退

職慰労金を全額取崩し、流動負

債の「未払金」及び固定負債

の「長期未払金」として計上

しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

(3)重要な引当金の計上基準 ⑥　ポイント引当金

　当社は、ポイントカードによ

り顧客に付与したポイントの

使用に備えるため、当中間連結

会計期間末において将来使用

されると見込まれる額を計上

しております。

⑥　ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に

付与したポイントの使用に備

えるため、当中間連結会計期間

末において将来使用されると

見込まれる額を計上しており

ます。

⑥　ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に

付与したポイントの使用に備

えるため、当連結会計年度末に

おいて将来使用されると見込

まれる額を計上しております。

(4)重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。

同左 　外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。

(5)重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

インス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

同左 同左

(6)重要なヘッジ会計の方法

 

①　ヘッジ会計の方法 

　金利スワップについては特例

処理の要件を満たしているた

め、特例処理を採用しておりま

す。

①　ヘッジ会計の方法 

同左

①　ヘッジ会計の方法 

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ方法 

　固定利付債券に対して、金利

スワップ（固定支払・変動受

取）をヘッジ手段として用い

ております。 

②　ヘッジ手段とヘッジ方法 

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ方法 

同左

 ③　ヘッジ方針 

　固定金利を市場実勢変動金利

に合わせることを目的とし、利

用範囲や取組方針等について

は定めた規程に基づき行って

おります。 

③　ヘッジ方針 

同左

③　ヘッジ方針 

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法 

　金利スワップは特例処理に

よっているため、有効性の評価

は省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

(7)その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成

のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜き方

式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　５年間の定額法で償却しておりま

す。 

同左 同左

７．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

（役員賞与に関する会計基準）

（追加情報）

　前連結会計年度の下期より、「役

員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29

日　企業会計基準第４号）を適用

しております。

　なお、当中間連結会計期間におい

て負担すべき支給見込額を合理的

に見積ることが困難であるため、

役員賞与引当金の計上を行ってお

りません。

 ──────  ──────

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

（追加情報）

　前連結会計年度の下期より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成17年12月９日　企業会

計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

　従来の資本の部の合計に相当す

る金額は48,863百万円でありま

す。

　なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しており

ます。

 ──────  ──────

（企業結合に係る会計基準）

　当中間連結会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号　平成17年12月27日）

並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平

成17年12月27日）を適用しておりま

す。

 ────── （企業結合に係る会計基準及び事業

分離等に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号　平成18

年12月22日改正）を適用しておりま

す。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 ──────  ────── （固定資産の減価償却方法の変更） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しておりま

す。なお、この変更による影響額は軽

微であります。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

（中間連結損益計算書） 

「為替差益」は前中間連結会計期間まで営業外収益の

「その他」に含めて表示していましたが、営業外収益の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の金

額は33百万円であります。 

──────
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、23,322百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、27,733百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、23,692百万円であります。

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(イ）担保に提供している資産 (イ）担保に提供している資産 (イ）担保に提供している資産

建物及び構築物  1,428百万円

土地 4,369

計 5,797

現金及び預金       30百万円

建物及び構築物 3,723

土地 5,910

投資有価証券 447

敷金・保証金 234

投資その他の資産そ

の他 
16

計 10,362

建物及び構築物    1,317百万円

土地 4,246

計 5,563

(ロ)上記に対応する債務

　中間連結会計期間末現在該当

する債務はありません。

(ロ)上記に対応する債務

短期借入金    2,400百万円

１年内償還予定社債 150

１年内返済予定長期

借入金
3,184

社債 525

長期借入金 5,381

計 11,640

(ロ)上記に対応する債務

　期末現在該当する債務はあり

ません。

　 物上保証内訳 

下記の会社の金融機関等の借入金

について、物上保証を行っておりま

す。 

  

㈱フィットハウス  11,640百万円

　

　 物上保証に供している資産 

建物及び構築物  563百万円

土地 1,356

　計 1,919
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１．当社グループの売上高は、通常

の営業の形態として、下半期に比

し上半期の売上高の割合が高く

上半期と下半期との業績に季節

的変動があります。

※１．　　　　同左 ※１．　　──────

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費の主な

内訳は、次のとおりであります。

広告宣伝費  2,544百万円

給料・賞与 3,621

賞与引当金繰入額 885

退職給付費用 79

賃借料 3,583

広告宣伝費   3,055百万円

給料・賞与 4,138

賞与引当金繰入額 460

退職給付費用 88

賃借料 4,239

広告宣伝費    4,910百万円

給料・賞与 8,757

賞与引当金繰入額 500

退職給付費用 156

賃借料 8,074

※３．　　────── ※３．固定資産売却益の内訳は、次の

とおりであります。

※３．　　──────

 建物及び構築物     85百万円

土地 486

計 571

 

※４．固定資産除却損の内訳は、次の

とおりであります。

※４．固定資産除却損の内訳は、次の

とおりであります。

※４．固定資産除却損の内訳は、次の

とおりであります。

改築及び改装による除却損 改築及び改装による除却損 改築及び改装による除却損

建物及び構築物       3百万円

器具備品 3

撤去費用 13

計 19

建物及び構築物      69百万円

器具備品 29

撤去費用 46

計 145

建物及び構築物      52百万円

器具備品 20

撤去費用 17

計 91

退店による除却損 退店による除却損 退店による除却損

建物及び構築物       9百万円

器具備品 1

撤去費用 1

計 13

その他の除却損 8

合計 41

器具備品        0百万円

撤去費用 2

計 2

その他の除却損 58

合計 206

建物及び構築物      28百万円

器具備品 14

車両運搬具 0

撤去費用 66

計 109

その他の除却損 31

合計 232

※５．　　────── ※５．　　────── ※５．固定資産売却損の内訳は、次の

とおりであります。

  器具備品        3百万円

車両運搬具 0

計 3
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前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※６．減損損失

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しました。 

※６．減損損失

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しました。 

※６．減損損失

当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

用途 種類 場所

営業店

舗13店

舗他

建物

土地

その他

秋田県

秋田市

他

用途 種類 場所

営業店

舗35店

舗他

建物

土地

その他

奈良県

橿原市

他

用途 種類 場所

営業店

舗51店

舗他

建物

土地

その他

秋田県

秋田市

他

当社グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位とし

て店舗毎にグルーピングしてお

ります。営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産

グループ及び市場価額が著しく

下落している資産グループの帳

簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（627百万

円）として特別損失に計上しま

した。その内訳は、建物171百万

円、土地413百万円、その他42百万

円であります。

なお、回収可能価額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価

値とを比較し、いすれか高い方を

用いて計算しております。正味売

却価額については路線価に基づ

いた時価及び不動産鑑定評価額

から算出しております。使用価値

の算出にあたっては、将来キャッ

シュ・フローを加重平均資本コ

スト（5.966％）で割り引いて算

出しております。

当社グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位とし

て店舗毎にグルーピングしてお

ります。営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産

グループ及び市場価額が著しく

下落している資産グループの帳

簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（1,149百

万円）として特別損失に計上し

ました。その内訳は、建物877百万

円、土地71百万円、その他200百万

円であります。

なお、回収可能価額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価

値とを比較し、いすれか高い方を

用いて計算しております。正味売

却価額については路線価に基づ

いた時価から算出しております。

使用価値の算出にあたっては、将

来キャッシュ・フローを加重平

均資本コスト（6.425％）で割り

引いて算出しております。

当社グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位とし

て店舗毎にグルーピングしてお

ります。営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産

グループ及び市場価額が著しく

下落している資産グループの帳

簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（1,616百

万円）として特別損失に計上し

ました。その内訳は、建物939百万

円、土地476百万円、その他200百

万円であります。

なお、回収可能価額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価

値とを比較し、いすれか高い方を

用いて計算しております。正味売

却価額については路線価に基づ

いた時価から算出しております。

使用価値の算出にあたっては、将

来キャッシュ・フローを加重平

均資本コスト（6.518％）で割り

引いて算出しております。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 24,702 6,444 － 31,146

合計 24,702 6,444 － 31,146

自己株式     

普通株式 78 1,973 34 2,016

合計 78 1,973 34 2,016

（注）１．発行済株式総数の増加株式数は、㈱フタタを完全子会社とする株式交換に伴う新株発行6,444千株であります。 

　　　２．自己株式の増加株式数は、自己株式の取得による増加1,966千株、単元未満株式の買取による増加6千株であります。

　　　３．自己株式の減少株式数は端株の売り渡しによる減少及び持分法適用関連会社所有の自己株式（当社株式）の当社

帰属分として34千株の減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月15日

定時株主総会
普通株式 320 13.0 平成18年９月30日 平成18年12月18日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月10日

取締役会
普通株式 291 利益剰余金 10.0 平成19年３月31日 平成19年６月15日

当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 31,146 － － 31,146

合計 31,146 － － 31,146

自己株式     

普通株式 2,019 1 － 2,020

合計 2,019 1 － 2,020

（注）自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取による増加であります。 
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月18日

定時株主総会
普通株式 291 10.0 平成19年９月30日 平成19年12月19日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。 

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式     

普通株式 24,702 6,444 － 31,146

合計 24,702 6,444 － 31,146

自己株式     

普通株式 78 1,941 0 2,019

合計 78 1,941 0 2,019

 （注）１．発行済株式総数の増加株式数は、㈱フタタを完全子会社とする株式交換に伴う新株発行6,444千株であります。

 ２．自己株式の増加株式数は、自己株式の取得による増加1,932千株及び単元未満株式の買取による増加9千株であ

ります。

 ３．自己株式の減少株式数は単元未満株式の売り渡しによる減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月15日

定時株主総会
普通株式 320 13.0 平成18年９月30日 平成18年12月18日

平成19年５月10日

取締役会
普通株式 291 10.0 平成19年３月31日 平成19年６月15日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月18日

定時株主総会
普通株式 291  利益剰余金 10.0 平成19年９月30日 平成19年12月19日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定     10,313百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△820

現金及び現金同等物 9,493

現金及び預金勘定    20,594百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△166

取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来

する短期投資（有価

証券） 

200

現金及び現金同等物 20,628

現金及び預金勘定     5,821百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△20

現金及び現金同等物 5,801

  ※　株式の取得により新たに連結子会

社となった会社の資産及び負債の

主な内訳

株式の取得により新たに㈱フタ

タを連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳は次のと

おりであります。

  流動資産　 7,314百万円　

固定資産 12,607

流動負債 2,768

固定負債 546

負ののれん 4,264
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

中間期末
残高相当
額
（百万円）

機械装置
及び運搬
具

27 15 12

合計 27 15 12

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額
（百万円）

建物及び
構築物

218 123 94 0

機械装置
及び運搬
具

1,978 957 － 1,021

無形固定
資産のそ
の他 

198 116 － 81

合計 2,395 1,197 94 1,103

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置
及び運搬
具

19 10 8

器具備品 7 7 0

合計 27 18 9

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が、有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内      5百万円

１年超 7

合計 12

１年内     322百万円

１年超 875

合計 1,197

１年内      5百万円

１年超 3

合計 9

   
リース資産減損勘

定の残高 
 94百万円

 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が、有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため支払利子込み法により

算定しております。

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が、有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算定しており

ます。

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料      2百万円

減価償却費相当額      2百万円

支払リース料     2百万円

減価償却費相当額     2百万円

支払リース料      5百万円

減価償却費相当額      5百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側

──────

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側

　未経過リース料

１年内 7,207百万円

１年超 10,287百万円

合計 17,494百万円

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側

────── 

　(2）貸主側

──────　

　(2）貸主側

　未経過リース料

１年内　 408百万円　

１年超 　327百万円

合計　 　736百万円

　(2）貸主側

──────　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

────── （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま

せん。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

(1)株式 1,663 2,057 394

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 2 2 0

その他 － － －

(3)その他 184 198 14

合計 1,850 2,258 408

２．時価評価されていない主な有価証券

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)満期保有目的の債券  

国債・地方債 419

(2)その他有価証券  

割引金融債 210

社債 50

非上場株式 22

投資事業組合への出資金 8

当中間連結会計期間末（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

(1)株式 2,381 2,158 △223

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 2 2 △0

その他 － － －

(3)その他 － － －

合計 2,384 2,160 △223

　（注）当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について31百万円減損処理を行っております。なお、

当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 
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２．時価評価されていない主な有価証券

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)満期保有目的の債券  

国債・地方債 419

(2)その他有価証券  

割引金融債 60

社債 －

非上場株式 48

投資事業組合への出資金 5

譲渡性預金 200

前連結会計年度末（平成19年９月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(1)株式 1,661 1,978 316

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 2 2 0

その他 － － －

(3)その他 183 187 4

合計 1,847 2,167 320

２．時価評価されていない主な有価証券

 連結貸借対照表計上額（百万円）

満期保有目的の債券  

国債・地方債 119

社債 350

その他有価証券  

割引金融債 210

非上場株式 22

投資事業組合への出資金 6
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨
スワップ取引

21,328 △148 △148
受取米ドル・支払円

（注）１．時価の算定

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

３．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。

４．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。　

当中間連結会計期間末（平成20年３月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨

スワップ取引    

受取米ドル・支払円 22,941 △447 249

受取ユーロ・支払円 6,753 △32 0

オプション取引    

受取米ドル・支払円    

売　建 32,731 △1,049 0

買　建 12,746 742 0

受取ユーロ・支払円    

売　建 19,304 △289 0

買　建 8,365 1,403 0

市場取引以外の取引 複合金融商品 100 △24 △24

（注）１．時価の算定

契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

３．組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価

評価し、評価差額を損益に計上しております。

４．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。

５．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。　

前連結会計年度末（平成19年９月30日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨
スワップ取引

21,328 △155 △155
受取米ドル・支払円

（注）１．時価の算定

通貨スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

２．契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。
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３．上記の通貨スワップ取引は、通貨スワップ契約を締結している金融機関に解約権が付与されている取

引であります。

４．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自　平成18年10月

１日　至　平成19年９月30日）においては、紳士服事業部門の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売

上高の合計及び営業利益の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

　当中間連結会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）においては、紳士服等ファッション事業

部門の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計に占める割合がいずれ

も90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自　平成19年10

月１日　至　平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）において

は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自　平成19年10

月１日　至　平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）において

は、海外売上高がないため該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

前中間連結会計期間 （自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称

㈱フタタ

(2）被取得企業の事業の内容

紳士服及びその関連洋品を取扱う紳士服専門店チェーン

(3）企業結合を行った主な理由

被取得企業は、九州を地盤とした紳士服専門店チェーンであり、当社と地域での競合もなく、仕入れの一本化を

はじめとしたスケールメリットにより、連結業績の向上に資すると判断したためであります。

(4）企業結合日

平成19年１月31日

(5）企業結合の法的形式

株式交換

(6）結合後企業の名称

㈱フタタ

(7）取得した議決権比率

100.0％

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

期末日をみなし取得日としているため、業績は含まれておりません。

なお、みなし取得日前については持分法を適用しております。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

当社の株式 9,975百万円

取得に直接要した費用 

 アドバイザリー費用等
 52百万円

 取得原価  10,028百万円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

(1）株式の種類別の交換比率

普通株式　当社　１：㈱フタタ　23分の10

(2）交換比率の算定方法

第三者機関の算定結果（DCF法、類似会社比較法、時価純資産法、市場株価評価法）を総合的に勘案して算出し

ました。

(3）交付株式数及びその評価額

普通株式　6,444千株

評価額　　9,975百万円

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生した負ののれんの金額

4,264百万円

(2）発生原因

株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額により発生したものであり

ます。

(3）償却方法及び償却期間

５年間の定額法で償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1）資産の額及びその主な内訳

流動資産  7,314百万円

固定資産  12,607百万円

資産計  19,922百万円

(2）負債の額及びその主な内訳 

流動負債  2,768百万円

固定負債  546百万円

負債計  3,315百万円

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

該当事項はありません。

８．企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額

売上高  5,291百万円

営業損失 △179百万円

経常利益 282百万円

税金等調整前当期純利益 477百万円

当期純利益 461百万円

１株当たり当期純利益 16円93銭

（注）１．上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が期首

時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。

２．上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。

当中間連結会計期間 （自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称

㈱フィットハウス

(2）被取得企業の事業の内容

総合ファッションショップ「FIT HOUSE」の運営

(3）企業結合を行った主な理由

当社と㈱フィットハウスとのシナジー効果により、連結業績の向上に資すると判断したためであります。

(4）企業結合日

平成20年２月20日

(5）企業結合の法的形式

第三者割当増資による新株発行の引受による取得

(6）結合後企業の名称

㈱フィットハウス

(7）取得した議決権比率

70.0％

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

期末日をみなし取得日としているため、業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

現金 3,057百万円

取得に直接要した費用 

 アドバイザリー費用等
 75百万円

 取得原価  3,132百万円

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生した負ののれんの金額
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236百万円

(2）発生原因

被取得企業に係る連結上の当社持分額と取得原価との差額により発生したものであります。

(3）償却方法及び償却期間

５年間の定額法で償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1）資産の額及びその主な内訳

流動資産  18,288百万円

固定資産 9,609百万円

資産計  27,897百万円

(2）負債の額及びその主な内訳 

流動負債  15,547百万円

固定負債  7,538百万円

負債計  23,085百万円

６．企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額

売上高 14,823百万円

営業利益 682百万円

経常利益 1,156百万円

税金等調整前当期純利益 2,495百万円

当期純利益 2,485百万円

１株当たり当期純利益 85円34銭

（注）１．上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が期首

時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。

２．上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。
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前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称

㈱フタタ

(2）被取得企業の事業の内容

紳士服及びその関連洋品を取扱う紳士服専門店チェーン

(3）企業結合を行った主な理由

被取得企業は、九州を地盤とした紳士服専門店チェーンであり、当社と地域での競合もなく、仕入れの一本化を

はじめとしたスケールメリットにより、連結業績の向上に資すると判断したためであります。

(4）企業結合日

平成19年１月31日

(5）企業結合の法的形式

株式交換

(6）結合後企業の名称

㈱フタタ

(7）取得した議決権比率

100.0％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成19年２月１日から平成19年９月30日までの８ヶ月であります。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

当社の株式 9,975百万円

取得に直接要した費用 

 アドバイザリー費用等
 52百万円

 取得原価  10,028百万円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

(1）株式の種類別の交換比率

普通株式　当社　１：㈱フタタ　23分の10

(2）交換比率の算定方法

第三者機関の算定結果（DCF法、類似会社比較法、時価純資産法、市場株価評価法）を総合的に勘案して算出し

ました。

(3）交付株式数及びその評価額

普通株式　6,444千株

評価額　　9,975百万円

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生した負ののれんの金額

4,264百万円

(2）発生原因

株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額により発生したものであり

ます。

(3）償却方法及び償却期間

５年間の定額法で償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1）資産の額及びその主な内訳

流動資産  7,314百万円

固定資産  12,607百万円

資産計  19,922百万円

(2）負債の額及びその主な内訳 

流動負債  2,768百万円

固定負債  546百万円

負債計  3,315百万円

７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

該当事項はありません。

８．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額

売上高  5,291百万円

営業利益 △179百万円

経常利益 300百万円

税金等調整前当期純利益 494百万円

当期純利益 478百万円

１株当たり当期純利益 17円02銭

（注）１．上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が期首

時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。

２．上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額  1,677円42銭

１株当たり中間純損

失金額

   1円07銭

１株当たり純資産額  1,646円07銭

１株当たり中間純利

益金額

    19円70銭

１株当たり純資産額  1,645円90銭

１株当たり当期純損

失金額

   21円11銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期純

損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間純利益又は中間（当期）純損失

(△)（百万円）
△29 573 △594

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株

式に係る中間（当期）純損失(△)（百

万円）

△29 573 △594

期中平均株式数（千株） 29,129 29,126 28,134
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

　当社は、平成19年２月２日開催の当

社取締役会において、持分法適用関連

会社であるコナカコーポレーション

㈱の株式を譲渡することを決議いた

しました。

 　１．株式譲渡の理由

 当社は、平成16年２月より「衣

・食・住」を柱にグループ戦略

をはかってまいりましたが、平成

18年12月に㈱フタタを完全子会

社とし、新たにグループ戦略を見

直した結果、コナカコーポレー

ション㈱の株式を譲渡するもの

であります。

２．株式譲渡先の名称 

 昭和住宅㈱

 ３．譲渡する会社の名称及び事業

内容

 (1)会社の名称

 コナカコーポレーション㈱

 (2)事業内容

 分譲マンション・一戸建て住

宅の販売

 ４．株式譲渡の時期

 (1)有価証券譲渡契約締結日

 平成19年４月23日

 (2)所有権移転日

 平成19年４月27日

 ５．譲渡株式数及び譲渡価額

 (1)譲渡株式数　　1,600株

 (2)譲渡価額　　142百万円

────── 当社と㈱フィットハウス（以下

「フィットハウス」という。）は、平

成19年11月５日業務資本提携契約を

締結しました。また、平成19年11月20

日開催のフィットハウスの株主総会

において、当社に対する第三者割当増

資について承認可決されました。

業務資本提携に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

１．業務資本提携を行う理由 

紳士服業界を取り巻く環境は、

競争激化の中で企業としての独

自のアイデンティティーの確立

を要求されております。顧客ニー

ズも多様化しており、価格・品質

・ファッション性の追求を高い

感性で実現する事が課題となっ

ております。また、わが国経済が

成熟期に入ってきたことを受け、

消費者自体の傾向も従来のよう

に個々の消費者が「生活のため

に必要なものを買う時代」、「生

活のために消費する時代」から

「自己を実現するために消費す

る時代」、「ライフスタイルを充

足するために消費する時代」に

移行してきております。 

このような業界環境及び消費

傾向の変化をとらえ、当社グルー

プは、現場においてお客様の求め

る価値を的確に把握し、個々のお

客様のライフスタイルを充実さ

せる商品を提案できる能力を高

めることが今まで以上に必要不

可欠と考えております。

フィットハウスは、海外ブラン

ド品の皮革製品部門での並行輸

入、郊外型大型店舗での、皮革製

品から化粧品に至る海外ブラン

ド品の輸入・販売という新たな

ビジネスモデルを構築しており

ます。フィットハウスは、当社グ

ループにない店舗戦略、商品戦略

及び女性を主とする顧客層を有

しており、本件業務資本提携によ

り両社に高いシナジー効果が期

待できるとの判断に至りました。
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前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

  ２．本件業務資本提携の内容

(1）業務提携の内容

現時点で想定している業務

提携の内容は、共同出店の検

討、店舗運営ノウハウの共有化

等による更なる経営の効率化、

靴などの共同購買の導入等に

よる仕入コストの低減、人材交

流による経営ノウハウの共有

化等であります。より具体的な

業務提携の内容は、両社の中長

期的なビジョンも踏まえて、今

後継続的に協議し、シナジー効

果の最大化を図ってまいりま

す。

なお、当社は取締役として３

名派遣する予定です。

(2）資本提携の内容

当社は、フィットハウスが実

施する第三者割当増資約30億

円の引受を行う予定です。

なお、当該第三者割当増資の

引受により、当社のフィットハ

ウスに対する議決権比率は約

70％となり、フィットハウスは

当社の連結子会社となる予定

です。

  ３．フィットハウスの概要

（平成19年８月20日） 

 代表者
代表取締役社長

吉田　健治

 資本金 1,155百万円

 所在地 岐阜県可児市坂戸111番地

事業内容
総合ファッションショップ「

FIT HOUSE」の運営

売上高及

び当期純

損失

売上高 31,147百万円 

当期純損失 7,398百万円 

資産、負債

及び純資

産の状況 

資産合計 27,689百万円 

負債合計 26,939百万円 

純資産合計 750百万円 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  6,878   8,077   3,264   

２．売掛金  1,776   1,732   851   

３．たな卸資産  11,304   10,381   10,261   

４．繰延税金資産  901   313   541   

５．その他  627   705   1,053   

流動資産合計   21,489 31.7  21,210 30.2  15,971 26.4

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 8,986   8,592   8,300   

(2）土地 ※２ 7,036   8,266   6,982   

(3）その他  2,444   2,074   2,283   

有形固定資産合計   18,466 27.3  18,933 26.9  17,566 29.0

２．無形固定資産   366 0.5  409 0.6  354 0.6

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  1,469   1,133   1,430   

(2）関係会社株式  12,222   15,275   12,142   

(3）敷金・保証金  9,565   8,977   9,275   

(4）繰延税金資産  498   938   456   

(5）その他  3,680   3,425   3,438   

貸倒引当金  △14   △29   △29   

投資その他の資産
合計

  27,422 40.5  29,719 42.3  26,714 44.0

固定資産合計   46,255 68.3  49,062 69.8  44,635 73.6

資産合計   67,745 100.0  70,273 100.0  60,607 100.0

           
 

EDINET提出書類

株式会社コナカ(E03259)

半期報告書

50/73



  
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  6,182   7,115   3,875   

２．買掛金  2,113   2,235   1,160   

３．短期借入金  －   500   －   

４．１年内返済予定長
期借入金 

 680   1,300   680   

５．未払金  1,073   155   793   

６．未払法人税等  1,130   304   －   

７．賞与引当金  862   402   439   

８．その他 ※３ 1,751   1,944   1,403   

流動負債合計   13,793 20.3  13,957 19.8  8,352 13.8

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金  2,550   6,750   2,210   

２．長期未払金  822   104   105   

３．退職給付引当金  816   865   841   

４．ポイント引当金  817   911   889   

５．長期預り保証金  373   471   395   

６．その他  9   22   9   

固定負債合計   5,388 8.0  9,125 13.0  4,451 7.3

負債合計   19,182 28.3  23,082 32.8  12,804 21.1

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  5,305 7.8  5,305 7.6  5,305 8.8

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 14,745   14,745   14,745   

(2）その他資本剰余
金

　 0   0   0   

資本剰余金合計 　  14,745 21.8  14,745 21.0  14,745 24.3

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 370   370   370   

(2）その他利益剰余
金

　          

圧縮記帳積立金 　 320   311   316   

別途積立金 　 29,300   29,300   29,300   

繰越利益剰余金 　 1,163   32   463   

利益剰余金合計 　  31,154 46.0  30,014 42.7  30,449 50.2

４．自己株式 　  △3,316 △4.9  △3,350 △4.8  △3,349 △5.5

株主資本合計 　  47,888 70.7  46,715 66.5  47,151 77.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  674 1.0  476 0.7  652 1.1

評価・換算差額等合
計

　  674 1.0  476 0.7  652 1.1

純資産合計 　  48,562 71.7  47,191 67.2  47,803 78.9

負債純資産合計 　  67,745 100.0  70,273 100.0  60,607 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（平成18年10月１日から
平成19年３月31日まで）

当中間会計期間
（平成19年10月１日から
平成20年３月31日まで）

前事業年度の要約損益計算書
（平成18年10月１日から
平成19年９月30日まで）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  27,586 100.0  25,597 100.0  48,718 100.0

Ⅱ　売上原価   12,018 43.6  11,055 43.2  20,992 43.1

売上総利益   15,567 56.4  14,541 56.8  27,725 56.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費   14,132 51.2  13,354 52.2  26,451 54.3

営業利益   1,435 5.2  1,187 4.6  1,274 2.6

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  30   32   68   

２．通貨スワップ評価
益

 79   －   113   

３．その他  257 367 1.3 224 256 1.0 503 685 1.5

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  12   28   35   

２．通貨スワップ評価
損

 －   290   －   

３．その他  3 15 0.0 5 323 1.2 47 83 0.2

経常利益   1,787 6.5  1,120 4.4  1,876 3.9

Ⅵ　特別利益   0 0.0  － －  162 0.3

Ⅶ　特別損失  ※2.3  1,409 5.1  1,127 4.4  2,248 4.6

税引前中間純利益
又は税引前中間
（当期）純損失
（△）

  378 1.4  △7 △0.0  △209 △0.4

法人税、住民税及び
事業税

 1,040   270   448   

法人税等調整額  △631 408 1.5 △133 136 0.5 △214 234 0.5

中間（当期）純損
失(△)   △30 △0.1  △143 △0.5  △443 △0.9
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

圧縮記
帳積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

5,305 4,770 0 4,770 370 325 28,300 2,509 31,505 △16 41,565

中間会計期間中の変動額            

新株の発行  9,975  9,975     －  9,975

別途積立金の積立    －   1,000 △1,000 －  －

圧縮記帳積立金の取崩    －  △4  4 －  －

剰余金の配当    －    △320 △320  △320

中間純損失    －    △30 △30  △30

自己株式の取得    －     － △3,300 △3,300

自己株式の処分   △0 △0     － 0 0

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

   －     －  －

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ 9,975 △0 9,975 － △4 1,000 △1,346 △351 △3,300 6,323

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,305 14,745 0 14,745 370 320 29,300 1,163 31,154 △3,316 47,888

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年９月30日　残高
（百万円）

770 770 42,336

中間会計期間中の変動額    

新株の発行  － 9,975

別途積立金の積立  － －

圧縮記帳積立金の取崩  － －

剰余金の配当  － △320

中間純損失  － △30

自己株式の取得  － △3,300

自己株式の処分  － 0

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△96 △96 △96

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△96 △96 6,226

平成19年３月31日　残高
（百万円）

674 674 48,562

当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

圧縮記
帳積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

5,305 14,745 0 14,745 370 316 29,300 463 30,449 △3,349 47,151

中間会計期間中の変動額            
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

圧縮記
帳積立
金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

圧縮記帳積立金の取崩    －  △4  4 －  －

剰余金の配当    －    △291 △291  △291

中間純損失    －    △143 △143  △143

自己株式の取得    －     － △0 △0

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

   －     －  －

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － △4 － △430 △435 △0 △436

平成20年３月31日　残高
（百万円）

5,305 14,745 0 14,745 370 311 29,300 32 30,014 △3,350 46,715

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年９月30日　残高
（百万円）

652 652 47,803

中間会計期間中の変動額    

圧縮記帳積立金の取崩  － －

剰余金の配当  － △291

中間純損失  － △143

自己株式の取得  － △0

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△176 △176 △176

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

△176 △176 △612

平成20年３月31日　残高
（百万円）

476 476 47,191

前事業年度の株主資本等変動計算書（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

圧縮記
帳積立
金

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金

平成18年９月30日　残高
（百万円）

5,305 4,770 0 4,770 370 325 28,300 2,509 31,505 △16 41,565

事業年度中の変動額            

新株の発行  9,975  9,975     －  9,975

圧縮記帳積立金の取崩    －  △9  9 －  －

別途積立金の積立    －   1,000 △1,000 －  －

剰余金の配当    －    △612 △612  △612

当期純損失    －    △443 △443  △443

自己株式の取得    －     － △3,333 △3,333

自己株式の処分   △0 △0     － 0 0

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

   －     －  －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ 9,975 △0 9,975 － △9 1,000 △2,046 △1,055 △3,333 5,586
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

圧縮記
帳積立
金

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金

平成19年９月30日　残高
（百万円）

5,305 14,745 0 14,745 370 316 29,300 463 30,449 △3,349 47,151

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年９月30日　残高
（百万円）

770 770 42,336

事業年度中の変動額    

新株の発行  － 9,975

圧縮記帳積立金の取崩  － －

別途積立金の積立  － －

剰余金の配当  － △612

当期純損失  － △443

自己株式の取得  － △3,333

自己株式の処分  － 0

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△118 △118 △118

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△118 △118 5,467

平成19年９月30日　残高
（百万円）

652 652 47,803
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

同左

 　その他有価証券

　　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

同左

 　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

　　時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

　　時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

商品

　　　個別法による原価法

(3）たな卸資産

　　商品

　個別法による原価法

(3）たな卸資産

　　商品

同左

 貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法

　なお、貸借対照表評価額は収

益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定しており

ます。

　（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が平

成20年３月31日以前に開始す

る事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったこ

とに伴い、当中間会計期間から

同会計基準を適用しておりま

す。 

これにより営業利益及び経

常利益は100百万円減少し、税

引前中間純損失は100百万円増

加しております。 

貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用

しております。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(1）有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用

しております。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

（追加情報）

　前事業年度の下期より、法人税

法の改正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。

　これにより営業利益及び経常利

益はそれぞれ13百万円減少し、税

引前中間純損失は13百万円増加

しております。

　また、法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間から、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資

産について、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年年より、取得

価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これにより営業利益及び経常利

益はそれぞれ16百万円減少し、税

引前中間純損失は16百万円増加

しております。

(1）有形固定資産

　定率法

　但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用

しております。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　但し、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年間）に基づく定額

法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

３．引当金の計上基準 (3）役員賞与引当金 

　役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上する方針

ですが、役員賞与の金額につい

ては、通期の業績などに基づき

算定されることとなっており、

当中間会計期間においては合理

的に見積ることが困難なため、

引当金の計上はしておりませ

ん。

(3）役員賞与引当金 

同左

(3）役員賞与引当金 

　役員への賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。

　なお、当事業年度の負担額はあ

りません。

 (4）退職給付引当金

　従業員への退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理する

こととしております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員への退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計

上しております。

　なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度よ

り費用処理することとしており

ます。

 (5）役員退職慰労引当金

　当社は従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づ

く要支給額を役員退職慰労引当

金として計上しておりましたが、

平成18年12月15日開催の定時株

主総会終結時をもって、役員退職

慰労金制度を廃止し、在任役員に

ついては株主総会終結時の要支

給額を退任時に支給することを

決議いたしました。

　これに伴い、当該定時株主総会

までの期間に対応する役員退職

慰労金を全額取崩し、固定負債の

「長期未払金」として計上して

おります。

(5）　　　────── (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成18年

12月15日開催の定時株主総会終

結時をもって、役員退職慰労金制

度を廃止し、在任役員については

株主総会終結時の要支給額を退

任時に支給することを決議いた

しました。

　これに伴い、当該定時株主総会

までの期間に対応する役員退職

慰労金を全額取崩し、流動負債の

「未払金」及び固定負債の「長

期未払金」として計上しており

ます。

 (6）ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付

与したポイントの使用に備える

ため、当中間会計期間末において

将来使用されると見込まれる額

を計上しております。

(6）ポイント引当金

同左

(6）ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付

与したポイントの使用に備える

ため、当事業年度末において将来

使用されると見込まれる額を計

上しております。

４．外貨建資産・負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜き

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

（役員賞与に関する会計基準）

（追加情報） 

　前事業年度の下期より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年11月29日　企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。

　なお、当中間会計期間において負

担すべき支給見込額を合理的に見

積ることが困難であるため、役員

賞与引当金の計上を行っておりま

せん。 

────── ──────

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　（追加情報） 

　前事業年度の下期より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基

準適用指針第８号）を適用してお

ります。

　従来の資本の部の合計に相当す

る金額は48,562百万円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

────── ──────

（企業結合に係る会計基準） 

　当中間会計期間より、「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成17年12月27日）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号　平成17

年12月27日）を適用しております。

────── （企業結合に係る会計基準及び事業

分離等に関する会計基準） 

　当事業年度より、「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第

７号　平成17年12月27日）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号　平成18年

12月22日改正）を適用しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社コナカ(E03259)

半期報告書

59/73



前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

────── ────── （固定資産の減価償却の方法） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しておりま

す。 

　なお、この変更による影響額は軽微

であります。 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償

却累計額
               17,710百万円                18,358百万円                18,087百万円

※２　担保提供資産 (イ）担保提供資産 (イ）担保提供資産 (イ）担保提供資産

 建物       482百万円

土地 1,796

計 2,278

建物     1,004百万円

土地 3,031

計 4,035

建物       453百万円

土地 1,674

計 2,127

 (ロ）上記に対応する債務

中間期末現在該当する債務は

ありません。

(ロ）上記に対応する債務

同左

(ロ）上記に対応する債務

期末現在該当する債務はあり

ません。

※３　消費税等の取り扱い 仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動負債の「その他」に

含めて表示しております。

同左 ──────
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　売上高の季節的変動 当社の売上高は、通常の営業の形態

として、下半期に比し上半期の売上

高の割合が高く上半期と下半期と

の業績に季節的変動があります。

当中間会計期間末に至る１年間の

売上高は次のとおりであります。

当社の売上高は、通常の営業の形態

として、下半期に比し上半期の売上

高の割合が高く上半期と下半期と

の業績に季節的変動があります。

当中間会計期間末に至る１年間の

売上高は次のとおりであります。

──────

 前事業年度の

下半期
    22,595百万円

当中間期 27,586

 50,181

前事業年度の

下半期
    21,131百万円

当中間期 25,597

 46,729

 

※２　特別損失 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの 特別損失のうち主要なもの

 減損損失       655百万円

過年度人件費 712百万円

減損損失   1,000百万円

  
減損損失      1,293百万円

過年度人件費 820

※３　減損損失 　当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。  

　当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。  

　当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上しました。  

 用途 種類 場所

営業店

舗14店

舗他

建物

土地

その他

秋田県

秋田市

他

用途 種類 場所

営業店

舗30店

舗他

建物

土地

その他

奈良県

橿原市

他

用途 種類 場所

営業店

舗39店

舗他

建物

土地

その他

秋田県

秋田市

他

 当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業活

動から生ずる損益が継続してマイ

ナスである資産グループ及び市場

価額が著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（

655百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物195百万

円、土地413百万円、その他46百万円

であります。

なお、回収可能額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価値

とを比較し、いすれか高い方を用い

て計算しております。正味売却価額

については路線価に基づいた時価

及び不動産鑑定評価額から算出し

ております。使用価値の算出にあ

たっては、将来キャッシュ・フロー

を加重平均資本コスト（5.966％）

で割り引いて算出しております。

当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業活

動から生ずる損益が継続してマイ

ナスである資産グループ及び市場

価額が著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（

1,000百万円）として特別損失に計

上しました。その内訳は、建物756百

万円、土地71百万円、その他172百万

円であります。

なお、回収可能額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価値

とを比較し、いすれか高い方を用い

て計算しております。正味売却価額

については路線価に基づいた時価

から算出しております。使用価値の

算出にあたっては、将来キャッシュ

・フローを加重平均資本コスト（

6.425％）で割り引いて算出してお

ります。

当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗毎に

グルーピングしております。営業活

動から生ずる損益が継続してマイ

ナスである資産グループ及び市場

価額が著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（

1,293百万円）として特別損失に計

上しました。その内訳は、建物664百

万円、土地467百万円、その他161百

万円であります。

なお、回収可能価額の算定にあ

たっては正味売却価額と使用価値

とを比較し、いすれか高い方を用い

て計算しております。正味売却価額

については路線価に基づいた時価

から算出しております。使用価値の

算出にあたっては、将来キャッシュ

・フローを加重平均資本コスト（

6.518％）で割り引いて算出してお

ります。

　４　減価償却実施額    

(1)有形固定資産               698百万円                  665百万円                     1,457百万円

(2)無形固定資産             50百万円            72百万円            103百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）
当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式 15 1,973 0 1,988

合計 15 1,973 0 1,988

（注）１．普通株式の自己株式の増加1,973千株は、自己株式の取得による1,966千株及び単元未満株式の買取による6千株

の増加であります。 

２．当期減少株式数は売り渡し請求によるものであります。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）
当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式 2,019 1 － 2,020

合計 2,019 1 － 2,020

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）
当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式 15 2,004 0 2,019

合計 15 2,004 0 2,019

（注）１．普通株式の自己株式の増加2,004千株は、自己株式取得による1,995千株の増加及び単元未満株式の買取による9

千株の増加であります。 

２．当期減少株式数は単元未満株式の売り渡し請求によるものであります。

EDINET提出書類

株式会社コナカ(E03259)

半期報告書

62/73



（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

中間期末残
高相当額
（百万円）

有形固定資
産のその他

19 8 11

合計 19 8 11

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

中間期末残
高相当額
（百万円）

有形固定資
産のその他

19 13 6

合計 19 13 6

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資
産のその他

19 10 8

合計 19 10 8

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内          5百万円

１年超 6

合計 11

１年内          4百万円

１年超 2

合計 6

１年内          5百万円

１年超 3

合計 8

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため支払利子込み法により

算定しております。

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しておりま

す。

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料      2百万円

減価償却費相当額      2百万円

支払リース料       2百万円

減価償却費相当額       2百万円

支払リース料       5百万円

減価償却費相当額  5百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側　

──────

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側　

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

　(1）借主側　

──────

 １年内      4,849百万円

１年超 5,853

合計 10,702

 

　(2）貸主側　

──────

　(2）貸主側　

未経過リース料

　(2）貸主側　

──────

 １年内      190百万円

１年超 239

合計 430

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。

（企業結合等関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日） 

(1）中間連結財務諸表　注記事項　企業結合等関係に記載のとおりであります。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日） 

(1）中間連結財務諸表　注記事項　企業結合等関係に記載のとおりであります。

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

(1）中間連結財務諸表　注記事項　企業結合等関係に記載のとおりであります。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額  1,665円49銭

１株当たり中間純損

失金額

   1円11銭

１株当たり純資産額  1,620円23銭

１株当たり中間純損

失金額

    4円94銭

１株当たり純資産額  1,641円19銭

１株当たり当期純損

失金額

   15円74銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

同左 　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期純

損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

中間（当期）純損失金額(△)（百万

円）
△30 △143 △443

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純損失

(△)（百万円）
△30 △143 △443

期中平均株式数（千株） 29,158 29,126 28,160
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日）

前事業年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

　当社は、平成19年２月２日開催の当

社取締役会において、持分法適用関連

会社であるコナカコーポレーション

㈱の株式を譲渡することを決議いた

しました。

１．株式譲渡の理由

当社は、平成16年２月より「衣

・食・住」を柱にグループ戦略

をはかってまいりましたが、平成

18年12月に㈱フタタを完全子会

社とし、新たにグループ戦略を見

直した結果、コナカコーポレー

ション株式会社の株式を譲渡す

るものであります。

２．株式譲渡先の名称

昭和住宅㈱

３．譲渡する会社の名称及び事業

内容

 (1）会社の名称

コナカコーポレーション㈱

(2）事業内容

 分譲マンション・一戸建て

住宅の販売

４．株式譲渡の時期

(1）有価証券譲渡契約締結日

 平成19年４月23日

 (2）所有権移転日

 平成19年４月27日

 ５．譲渡株式数及び譲渡価額

 (1）譲渡株式数　　1,600株

 (2）譲渡価額　　142百万円

 ────── 当社と㈱フィットハウス（以下

「フィットハウス」という。）は、平

成19年11月５日業務資本提携契約を

締結しました。また、平成19年11月20

日開催のフィットハウスの株主総会

において、当社に対する第三者割当増

資について承認可決されました。

業務資本提携に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

１．業務資本提携を行う理由 

紳士服業界を取り巻く環境は、

競争激化の中で企業としての独

自のアイデンティティーの確立

を要求されております。顧客ニー

ズも多様化しており、価格・品質

・ファッション性の追求を高い

感性で実現する事が課題となっ

ております。また、わが国経済が

成熟期に入ってきたことを受け、

消費者自体の傾向も従来のよう

に個々の消費者が「生活のため

に必要なものを買う時代」、「生

活のために消費する時代」から

「自己を実現するために消費す

る時代」、「ライフスタイルを充

足するために消費する時代」に

移行してきております。 

このような業界環境及び消費

傾向の変化をとらえ、当社は、現

場においてお客様の求める価値

を的確に把握し、個々のお客様の

ライフスタイルを充実させる商

品を提案できる能力を高めるこ

とが今まで以上に必要不可欠と

考えております。

フィットハウスは、海外ブラン

ド品の皮革製品部門での並行輸

入、郊外型大型店舗での、皮革製

品から化粧品に至る海外ブラン

ド品の輸入・販売という新たな

ビジネスモデルを構築しており

ます。フィットハウスは、当社に

ない店舗戦略、商品戦略及び女性

を主とする顧客層を有しており、

本件業務資本提携により両社に

高いシナジー効果が期待できる

との判断に至りました。
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前中間会計期間

（自　平成18年10月１日

至　平成19年３月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年10月１日

至　平成20年３月31日）

前事業年度

（自　平成18年10月１日

至　平成19年９月30日）

　当社は、平成19年５月22日開催の取

締役会において、会社法第165条第３

項の規定により読み替えて適用させ

る同法第156条の規定に基づき、自己

株式を取得すること及びその具体的

な取得方法について決議し、自己株式

の取得を以下のとおり実施いたしま

した。 

(1）自己株式取得に関する取締役

会の決議内容 

①　取得する株式の種類

　当社普通株式

②　取得する株式の総数 

　28,500株（上限）

③　取得する期間 

　平成19年５月23日 

④　取得価額の総額 

　31百万円（上限） 

⑤　取得の方法 

　相対取引 

 ２．本件業務資本提携の内容

(1）業務提携の内容

現時点で想定している業務

提携の内容は、共同出店の検

討、店舗運営ノウハウの共有化

等による更なる経営の効率化、

靴などの共同購買の導入等に

よる仕入コストの低減、人材交

流による経営ノウハウの共有

化等であります。より具体的な

業務提携の内容は、両社の中長

期的なビジョンも踏まえて、今

後継続的に協議し、シナジー効

果の最大化を図ってまいりま

す。

なお、当社は取締役として３

名派遣する予定です。

(2）取得日 

　　　平成19年５月23日 

(3）その他 

上記相対取引による取得の結

果、当社普通株式28,500株（取得

価額30百万円）を取得いたしま

した。 

 (2）資本提携の内容

当社はフィットハウスが実

施する第三者割当増資約30億

円の引受を行う予定です。

なお、当該第三者割当増資の

引受により、当社のフィットハ

ウスに対する議決権比率は約

70％となり、フィットハウスは

当社の連結子会社となる予定

です。

  ３．フィットハウスの概要

（平成19年８月20日） 

 代表者
代表取締役社長

吉田　健治

 資本金 1,155百万円

 所在地 岐阜県可児市坂戸111番地

事業内容
総合ファッションショップ「

FIT HOUSE」の運営

売上高及

び当期純

損失

売上高 31,147百万円 

当期純損失 7,398百万円 

資産、負債

及び純資

産の状況 

資産合計 27,689百万円 

負債合計 26,939百万円 

純資産合計 750百万円 
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（２）【その他】

①　平成20年５月２日開催の取締役会において、当期の中間配当について、これを行わない旨を決議いたしまし

た。

②　当社が、平成18年10月24日付書面をもって、当社とリテールスクウェアマネージメント有限会社間のビビット

スクエア店にかかる定期建物賃貸借予約契約を解除し、敷金12,600,000円の返還を請求したところ、リテールス

クウェアマネージメント有限会社から、解除は認められないとして、当社に対し、136,770,278円及びこれに対す

る平成18年11月1日から支払済みまで年５パーセントの割合による損害賠償請求を東京地方裁判所に提起され

ました。

平成20年４月25日当社敗訴の判決が下されましたが、同判決を不服として平成20年５月９日東京地方裁判所

に控訴致しました。

なお、控訴審では当社の正当性を主張していきますが、現時点で裁判の経過及び結果を予測することは困難

であります。

また、仮に敗訴が確定した場合、予想される損失の額は101,490,278円及びこれに対する平成18年11月1日から

支払済みまで年5分の割合による金員になります。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第34期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月18日関東財務局長に提出

　(2）臨時報告書

平成19年10月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。 

平成20年２月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

   平成１９年６月１３日

株式会社　コナカ    

 取締役会　御中   

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 仙波　春雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 種本　勇　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 湯川　喜雄　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コナカの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１０

月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社コナカ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

   平成２０年６月１７日

株式会社　コナカ    

 取締役会　御中   

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 仙波　春雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 種本　勇　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 湯川　喜雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社コナカの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社コナカ及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。

　追記情報

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から棚

卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

   平成１９年６月１３日

株式会社　コナカ    

 取締役会　御中   

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 仙波　春雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 種本　勇　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 湯川　喜雄　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コナカの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１８年１０

月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コナカの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

   平成２０年６月１７日

株式会社　コナカ    

 取締役会　御中   

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 仙波　春雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 種本　勇　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 湯川　喜雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社コナカの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第３５期事業年度の中間会計期間（平成

１９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社コナカの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

１０月１日から平成２０年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　追記情報　

　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から棚卸資産の

評価に関する会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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